





































































































A 期：支援法制定（1998 年 5 月）以前





















兵庫県による「住宅地震災害共済制度」（1995 年 10 月）
住宅生産団体連合会による「地震保険改定に関する提言
（要望）」（1995 年 11 月）
日弁連による「地震被害住宅等復興共済制度」（1996
年 3 月）
社民党による「災害対策共済基金制度」（1996 年 5 月）
災害議連による「被災者住宅再建支援法案（仮称）骨














（1995 年 9 月、1996 年 4 月改定）
兵庫県による「被災者生活緊急支援基金制度（総合国民
安心システム）」（1997 年 4 月）

































































































19 条）」を提案している。これは、第 1 章　総則
　第 2 章　復興に関する組織　第 3 章　復興計画

























































衆法 5】　法案【136 衆法 6】　法案【139 衆法 3】
　法案【140 衆法 28】　法案【140 衆法 36】　法案











ことがある〔法案【140 参法 5】〕。B 期以降も、
災害弔慰金等法の支援内容を拡充するという趣旨
の改正案が提出された〔法案【147 参法 19】、法

















法案【147 参法 18】【150 衆法 19】




第 4 条  ○○○……以下全文
　（不正利得の徴収）









































































































参法 18】　法案【151 参法 22】　法案【162 衆法
1】　法案【162 参法 8】　法案【168 衆法 2】　法案

























































































































法案【140 衆法 28】2条 1項～ 2項（定義）
この法律において「基準日」とは、平成 7 年 1 月 17
日をいう。
２　この法律において「所得の額」とは、その所得が
生じた年の翌年の 4 月 1 日の属する年度分の地方税法
（昭和 25 年法律第 226 号）第 5 条第 2 項第 1 号に掲げ
る市町村民税に係る同法 313 条第 1 項に規定する総所
得金額、退職所得及び山林所得金額の合計額をいう。
















































































法案【140 衆法 28】3条 2項（特別支援金の支給）
2　前項の「合計所得限度額」は、この法律の施行の
日（以下「施行日」という。）において世帯に属する者
が１人であるときは 150 万円、2 人であるときは 270
万円、3 人であるときは 400 万円、4 人であるときは
460 万円、5 人以上であるときは 460 万円にその世帯
に属する者のうち 4 人を除いたもの 1 人につき 20 万円
を加算した額とする。
〔同様に、法案【140 衆法 36】3 条 2 項　法案【141

















【140 衆法 36】　法案【141 参法 6】〕があった。ま
た、毎月ごとに「生活再建支援手当」の支給を








〔同様に、法案【140 衆法 36】4 条　法案【141 参法
6】12 条〕










全焼した世帯にあっては、40 万円と 20 万円にこの法
律の施行の日（以下「施行日」という。）において当該
世帯に属する者の数から一を減じた数を乗じて得た額と
の合計額（当該額が 100 万円を超えるときは､ 100 万
円）とし、その居住する住宅が半壊し、又は半焼した
世帯にあっては、30 万円と 10 万円に施行日において
当該世帯に属する者の数から 1 を減じた数を乗じて得





あった〔1998 年支援法（修正案Ⅱ）3 条 1 号〜
2 号　法案【147 参法 18】3 条　法案【151 参法

































































法案【140 衆法 28】5条 1項（認定）
特別支援金の支給を受ける権利の認定は、これを受け
ようとする者の請求に基づいて、被災市町村が行う。
〔同様に、法案【140 衆法 28】13 条 1 項　法案【140
衆法 36】5 条 1 項　法案【140 衆法 36】13 条 1 項　







法案【136 衆法 5】42 条（審査会の設置）
都道府県に、住宅地震災害保険審査会（以下「審査
会」という。）を置く。

























〔同様に、法案【140 衆法 28】15 条　法案【140 衆
法 36】15 条　法案【141 参法 6】6 条　法案【147 参
法 18】4 条　法案【150 衆法 19】4 条　法案【151 参
法 22】4 条〕
















法案【136 衆法 5】52 条
偽りその他不正の行為により保険金の支払を受けた者
は、3 年以下の懲役又は 50 万以下の罰金に処する。
法案【136 衆法 5】53 条














〔同様に、法案【140 衆法 36】14 条 1 項～ 2 項〕





〔同様に、法案【140 衆法 36】6 条 1 項　法案【141
参 法 6】7 条 1 項　 法 案【147 参 法 18】5 条　 法 案
【150 衆法 19】5 条　法案【151 参法 22】5 条 1 項〕
支援法においても、法律レベルではないが、不
正受給の防止を掲げた規定がある。

























〔同様に、法案【140 衆法 28】8 条　法案【140 衆
法 36】8 条　法案【141 参法 6】9 条　1998 年支援法











〔同様に、法案【140 衆法 28】19 条 1 項　法案【141





















全額負担をさせる法案（法案【147 参法 18】8 条
　法案【150 衆法 19】8 条　法案【151 参法 22】







がない。例をあげると、法案【140 参法 5】10 条
では、災害の規模、全半壊の判定基準、所得限度




法案【140 参法 5】10 条（生活基盤回復支援金の支給）
市町村は、条例の定めるところにより、その区域内に


















〔同様に、法案【140 衆法 28】21 条　法案【140 衆
法 36】20 条　法案【141 参法 6】18 条〕













































災害、平成 19 年台風第 11 号及び前線による自然災害
又は平成 19 年台風第 12 号による自然災害により被災
世帯となった世帯の世帯主が公布日以後に申請を行った








































の HP ならびに参議院法制局の HP から検索を行った。
ただし、法案【136 衆法 5】　法案【136 衆法 6】　法案



































pp. 97 ─ 169、2001 年。
山崎栄一「自治体による被災者への独自施策」『先端社
会研究』（5）、pp. 71 ─ 100、2006 年。
山崎栄一「被災者台帳システム構築に関する政策法務上
の課題─新潟県柏崎市における現状を踏まえて─」
『地域安全学会論文集』（10）、pp. 311 ─ 320、2008
年。
山崎栄一「被災者支援法制論の方向性」『日本災害復興













































































































期間 10 年（据置期間 3年）無利子
開業・継業支援資金　限度額 1000 万円
　償還期間 10 年（据置期間 3年）据置期
間中無利子
住宅再建資金　限度額 2000 万円　償還























































































































































































































































































































































































































































入 200 万円（上限）　住宅補修　100 万円
（上限）　住宅賃貸　50 万円（上限）
高橋千秋君
外 4名
19．11．8
可決
19．11．16
114
